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35,185 kmのうち、自然的海岸は約 23,000 km、
人工的海岸は 12,000 km あり、自然的海岸の




海岸線は 39% の 13,591 km、都道府県知事が指
定に加えたいとしている「要指定」の海岸線は
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全基礎調査（第 5 回、1998 年）では、全国の海
岸のうち、自然海岸の占める割合は 53.1%、半自























　しかし全国で、1945 年には 8 万ヘクタールを





















































































































1971 年 3 月に「千葉の干潟を守る会」が発足し、
埋め立て反対の署名活動を行い、同年 6月には千
葉県議会、習志野市議会に 11,000 人の署名とと




















































願を提出、同年 4月 12 日には三木武夫環境庁長
官が衆議院公害対策並びに環境保全特別委員会に
おいて「ぜひともこの干潟は残してもらいたい」



















































































































　第 2 回の全国干潟シンポジウムは、1976 年 5



































































































　第 2 回全国干潟シンポジウムから 3 ヶ月後の

















となり 1977 年 5 月に開催された。全国各地から
46 団体が参加し、諫早湾干拓に反対する漁民の
参加もあった。しかし 1978 年以降、第 4回全国
干潟シンポジウム開催を引き受ける団体がなく、
全国的なシンポジウムが長く開かれることがな


















on Wetlands of International Importance Espe-

















































































サール条約を重視したのは、1993 年 6 月に、ラ
ムサール条約第 5回締約国会議（COP5）が日本






　1993 年にはラムサール条約 COP5 が控えてい



























































p01_p20_茅野.indd   13 11/12/19   15:30
－ 14 －
総合政策　第13巻第 1号（2011）

















































曲折が続いていた。1992 年 11 月に福岡市が環境
影響評価準備書を公表したが、公有水面埋立手続






















1997 年 4 月 14 日、鉄板 293 枚の潮受け堤防が湾
を仕切る潮止め工事が行われ、日本最大の泥質干
潟は消えた。この潮受け堤防板を落とす際の衝撃















所が 2008 年 6 月に原告の主張を認め、今後 3年
以内に 5年間の排水門の開放を命じるとする判決




























て環境庁は、1998 年 3 月～ 4 月にかけて、代替
地の検討を名古屋市と愛知県に打診した。


























































された。1999 年 6 月には、千葉県が埋立面積を
当初の 740ha から 101ha へ縮小する見直しを発
表したが、2001 年 1 月に川口順子環境大臣が三
番瀬を視察し、全面的見直しを求めるなど、埋め
立て計画に対する批判が集中した。



































































































































































































































3） 国土交通省港湾局「平成 21 年度港湾局関係予算概算










8 ） 東京新聞（2001 年 2 月 25 日）「日本の干潟」におけ
る佐藤正典（鹿児島大学）の指摘。




11） 谷津干潟は 1985 年に国設鳥獣保護区・同特別保護区
に指定され、1993 年にはラムサール条約登録湿地の
指定を受けた。
12） 2002 年 4 月 4 日、大浜清氏へのヒアリング。
13） 全国干潟シンポジウム 1975 汐川記録集『干潟からの
声』より。（原文ママ）
14） その後 IWRB は 1995 年に「国際湿地保全連合Wet-
land International」に発展した。
15） 『朝日新聞』1992 年 10 月 16 日。
16） 『読売新聞』1992 年 10 月 25 日。
17） その後、瓢湖は 2008 年 5 月にラムサール条約登録湿
地となった。






















































　　　　　　　　　（2011 年 6 月 30 日原稿提出）
　　　　　　　　　（2011 年 10 月 3 日受理）
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Environmental Policy and Environmental Movement in the Coastal Zone 
Management: Historical Study of the Nature Conservation of the Sea
Tsunehide CHINO
Abstract 　　In increasing biodiversity conservation, in Japan, the Marine Biodiversity Conservation 
Strategies were formulated in 2011.  The marine conservation, including the coastal zone, is 
facing a new phase.  In this paper, historical development of environmental policies and envi-
ronmental movement were examined in coastal zone management.  The Japanese coastal man-
agement program has not been an integral management, due to Coastal Administration, Port 
Administration, Agriculture and Fishery Administration are all involved and separated.  In this 
situation, the value of coastal zone as a natural environment is overlooked in the development 
of the postwar trend.  Reclamation of coastal zone based on the Act on Reclamation of Publicly-
owned Water Surface reduced 40% of Japan's tideland area in 30 years after 1945.  On the other 
hand, nature conservation movement of coastal zone, which ware orgnaized since 1960s, built 
national network in 1970s.  The nature conservation movement of coastal zone aimed the enact-
ment of "the Coastal Conservation Basic Law", however, the aim is not achieved, yet.  Until now, 
the nature conservation movement is faced on individual issues of reclamation of tideland.
Key words 　　The Coastal Zone, Nature Conservation, The Act on Reclamation of Publicly-owned Water 
Surface, "The Coastal Conservation Basic Law"
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